














プ〕協定 (Partnership Agreement between the Members of the African, Caribbean
and Pacific Group of States of the One Part, and the European Community and its














っている。積極的関与 (Engagement) と相互責任 (Mutual Responsibility) こそ，
新協定の大前提である。・・・開発政策に関する対話は，誤りの是正，ひいて
は協力関係の改善を可能とするであろう・・・」という ACP 事務局長 Jean-
Robert Goulangana の Diplomatic Statement に呼応して，開発・人道支援担当
Poul Nielson 欧州委員会委員は，以下のようにコトヌ協定の歴史的意義を強調






































１９９８年９月３０日，EU と ACP 諸国は，第四次ロメ改訂協定に代わるべき，





































位に立つ EU が ACP 諸国を押し切るかたちで妥協が成立したのである。以下
の指摘は，そうした交渉過程を活写するものである。
Kenneth Karl は，Courier (Issue 181 June/July 2000) のコトヌ協定特集に，





































よび第四次ロメ協定締結交渉の先頭に立った Dieter Frisch は，The European
Union’s Development Policy: A Personal View of 50 Years of International Coop-

















































































年後の１９９６年１１月，欧州委員会は，Green Paper (on Relations between the
European Union and the ACP Countries on the Eve of the 21st Century: Challenges




























































ある。――（１）EU と ACP 諸国の開発協力関係を再活性化させるためには，
両者間の政治的関係（政治的コミットメント）の強化が不可欠である。（２）EU






EU と ACP 諸国との間に構築すべき新たな開発協力の枠組みは，ACP 諸国の
貿易自由化を支援するものでなければならない。それは，効率性の確保という
観点から，Principle of Differentiation に基づき，個々の ACP 諸国の特殊性に配
慮したキメ細かなものでなければならない。またそれは，次の二つの要件を満
たすことが求められる。すなわち，①さまざまな改革・開発政策に対して最終


























向けて EU は，EU 加盟国，およびさまざまな援助供与主体との間の連携・調
整関係を強化すべきである。とりわけ，EU および EU 加盟国が，統一的かつ
包括的な対 ACP 開発協力戦略を構築することが求められる。（１１）EU は，開
発協力をめぐる新たな国際的潮流，過去の経験，ACP 諸国の社会的・経済的
発展の現状を踏まえて，開発協力における新たな優先順位を策定すべきである。
すなわち，EU と ACP 諸国は，①経済・社会・環境，②制度，③貿易と投資
を，相互補完的な３本柱として新たな開発協力政策を再編成すべきである。
（１２）ACP 諸国に対する EU の経済的支援は，ACP 諸国がスムーズに世界経
済に統合できるように，ACP 諸国の経済的競争力の強化を図るものでなけれ






営みであり，ACP 諸国の権力構造の変更，ひいては ACP 諸国からの激しい反
発を招くことは必至である。したがって，制度改革を支援するにあたり EU は，
細心の注意を払って ACP 諸国との間に強力な政治的関係を樹立することが必









則の一律適用：すべての ACP 諸国による，対 EU（逆）特恵の漸進的適用。











実的，包括的，そして厳格なものでなければならない。（２２）EU と ACP 諸国
の共同管理による資金・技術協力という理念は形骸化（非効率的運営や自己改
革努力の欠如）しており，抜本的な改革が不可欠である。（２３）欧州開発基金
(European Development Fund) を共同体予算に組み入れ (Budgetization)，真の意







ACP 諸国は，ガボンのリーブルビルで第１回 ACP 諸国首脳会議を開催し，リ





















なった ACP 諸国首脳会議は，ACP 事務局長によれば，（１）将来を見据えて，








































(Special and Differential Treatment) の実施を求める。（１３）WTO ルールの適用
に当たり，最貧開発途上国・内陸国・島嶼国が直面する特別な困難を考慮に入
れ，これら経済的に脆弱な国々のニーズに国際社会が配慮することを強く求め


















閣僚理事会に対して，１９９８年９月半ばまでに，EU との交渉に臨む ACP 諸国
としての基本的な立場（交渉におけるマンデート）を策定するよう求める。
ともあれ，本交渉の開始に向けた前哨戦――事前の腹の探りあいという通過


















策ガイドライン (Guidelines for the negotiation of new cooperation agreements
with the African, Caribbean and Pacific〔ACP〕countries) を，ACP 諸国との交渉
における基本的指針とすることを承認した。すなわちそれは，１９９６年１１月，
民主的かつ参加型の，そしてまた透明性を担保した政策形成を標榜して欧州委
員会が作成・公表した Green Paper およびそれに対してさまざまな利害関係主
体（ステークホールダー）から寄せられた意見・批判・・・等に基づくもので
あった。その概要は，以下のとおりである。











































































このような EU の動きに対抗して，ACP 諸国も，１９９８年５月以降，ACP 貿
易相会合および ACP 事務局を中心に，対 EU 交渉戦略の策定を加速した１６）。
こうして，交渉に臨む ACP 諸国の基本的かつ統一的な立場を謳った ACP


































の本質的原則 (Essential Principles) が遵守されていないという理由で，EU が一
方的に開発援助を引き上げることを容認しない。（４）政治対話には，次のよう
な ACP 諸国の関心事項が含まれるべきである。すなわち，①紛争の予防と管
理，および紛争後の国家建設。②EU 諸国に滞在する ACP 諸国からの移民問
題。③ACP 諸国に対してマイナス効果をもたらす EU と第三国との関係。④




















れた。――（１）ACP 産品の EU 市場に対する特恵的アクセスの付与は，限定
的ながらも，ACP 諸国経済の成長に寄与している。ただし WTO ルールの下
では，そのような非相互的特恵貿易制度の存続はもはや容認されない。（２）ACP

































一的な立場である。それはいうまでもなく，EU および ACP 諸国をそれぞれ
構成する国家間に繰り広げられた複雑な政治過程の産物（パッケージ・ディー
ル）であり，さまざまな外交的言辞に彩られるものである。すなわち，EU と
































もっとも，こうした EU と ACP 諸国との間の阿吽の呼吸による微妙なバラ
ンスは，アジェンダが協力関係の手段・方法（各論）のレベルへと移行するに
つれて，その脆弱性を露呈していった。すなわち，EU と ACP 諸国は，とり
わけ以下の諸点に関して，否応なしに認識の相違という現実に直面したのであ
る。――（１）パートナーシップおよび政治対話とコンディショナリティとの













１９９８年９月３０日，開発問題担当・欧州委員会委員 João de Deus Pinheiro は，
社会イノベーション研究
― ―７８




















な合意を達成することなく閉会した。とりわけ，EU と ACP 諸国は，Good
Governance と資金援助の凍結，および貿易レジームをめぐって激しく対立し，












EU は，Good Governance を人権，民主主義の諸原則，法の支配に続く，第四
の Essential Element として位置づける（格上げする）ことを強く主張した。そ
れによって EU は，ACP 諸国が Good Governance に抵触した場合には，資金
援助の凍結という制裁措置の発動が可能となるように図ったのである。これに
対して ACP 諸国は，Good Governance という考え方それ自体に反対するもの
ではないとの基本的立場を明らかにしたうえで，それを Essential Element 条項
に挿入することに対しては断固として反対する旨を強調した。ACP 諸国は，
（１）そもそも Good Governance という概念は，きわめて曖昧であり，それを









いて EU は，WTO ルールと整合するさまざまな地域経済パートナーシップ協
定 (Regional Economic Partnership Agreement) の締結，および締結交渉の早期開
始を主張した。これに対して ACP 諸国は，十分な準備期間，移行期間の設定を














ている＞と指摘した２４）。なお総会では，多くの議員が Good Governance に言及
したが，ACP 諸国の基本的な認識は，Good Governance が懲罰の口実として利
用されることを懸念するものであった。これに対して EU は，（１）Good Gov-
ernance は，人権の尊重，民主主義の諸原則，法の支配と同様に，公正かつ持
続可能な開発を実現するための前提条件である。（２）透明性，説明責任，汚職
の防止と撲滅という Good Governance のいくつかの構成要素が，Essential Ele-
ment 条項に含まれていない。（３）Good Governance は，EU と ACP 諸国の協
力関係をより効率的かつ効果的なものとする。――以上の論拠に基づき，Good


















されたのである２７）。同様に会議では，EU が提起した Good Governance 概念の
Essential Element 条項への挿入も激しく指弾された。ACP 諸国は，EU による
ロメ協定の自動的かつ一方的な適用停止の陰謀として，それに強い感情的反発
・敵意を爆発させたのである。

















へのスムーズな移行を確保するために，EU は WTO において新たなウェーバ
ー獲得に向け，時宜にかなった行動をとるべきである。（３）開発に第一義的な
責任を有するのは ACP 諸国自身である。とはいえ EU も，ACP 諸国が直面し
ている諸困難に鑑み，適切な資金・技術援助を通じて，ACP 諸国の努力を支
援するよう求める。（４）ACP 諸国の債務救済に向けて，世界銀行や IMF とは
別に，EU も独自の救済措置を講ずるべきである。それは，欧州開発基金から
は独立した，追加的な資金源に基づくものでなければならない。（５）貿易協力
こそ，ACP 諸国と EU とのパートナーシップの根幹を構成するものであり，
ACP 諸国の安定に大きな役割をはたしてきた。（６）現行の非相互的特恵制度
は，ACP 諸国経済に利益をもたらしてきた。したがって EU は，ACP 諸国の
世界経済への漸進的かつスムーズな統合を促進すべく，そのような貿易特恵の
維持を確保するための措置を講ずるべきである。（７）STABEX と SYSMIN は
必要に応じた改善策を講じたうえで，維持されるべきである。（８）新協定にお





















































































とを通じて，ACP 諸国の経済的，社会的，文化的発展，および ACP 諸国の人々
のさらなる福祉の向上を図る旨の決意が表明された。








































ついで，EU-ACP パートナーシップを主導する基本原理 (Fundamental Princi-
ples) として，以下の４点が強調された。――（１）対等なパートナーシップお
























































































つづく第９条において，Essential Elements and Fundamental Element というタ











および法の支配が，コトヌ・パートナーシップ協定の Essential Elements を構
成する旨が謳われた。
この規定（Essential Elements 条項）に対応して新設されたのが，Essential











事者が拒絶した場合，あるいは特別な緊急事態 (In Cases of Special Urgen-
cy) の場合には，適切な措置 (Appropriate Measures) がとられるものとする。
（５）なお特別な緊急事態とは，Essential Elements に対する重大かつ悪質な
侵犯であり，可及的速やかな対処を必要とする状況を意味する。（６）適切
な措置とは，国際法に則り，侵犯の度合いに応じた (Proportional to the Vio-
lation) 措置を意味し，最後の手段 (Last Resort) として援助の凍結 (Sus-





























それは，EU と ACP 諸国との間に繰り広げられた Good Governance をめ
ぐる激しい駆け引きを政治的に決着させるものであった。一方において
EU は，Good Governance を４番目の構成要素として Essential Elements 条





れに対して ACP 諸国は，Good Governance の Essential Elements 化に激し
く反発した。その理由として ACP 諸国は，（１）Good Governance という
考え方は，既に Essential Elements の３要素により十分にカバーされてい




Governance の Essential Elements 化は回避された。ACP 諸国は，援助の凍
結という懸念からひとまず解放されたのである。とはいえそれは，Good
Governance 違反を根拠とする制裁措置の発動そのものを禁止するもので










第四に，Essential Elements や Fundamental Element，すなわち，人権の尊重，















国（および ACP 事務局）に対して EU は，時機を失することなく，すみやか
にその旨を通報することが定められた。それは，EU と ACP 諸国との間の協
議，および政治対話促進の一環として謳われるものであり，また ACP 諸国に
対して透明性や説明責任を強く求めた EU 自身が，率先してそれを実践し，EU





た。――（１）EU と ACP 諸国は，それぞれの領域において合法的に生活して
いる第三国の国民に対して，いかなる差別的取り扱いも行わない。（２）EU と
ACP 諸国は，それぞれの領域において合法的に雇用されている EU 諸国およ
び ACP 諸国からの労働者に対して，いかなる差別的取り扱いも行わない。（３）








諸国は，EU に不法に滞在している ACP 諸国民の帰還および再入国を受け入




































































国経済の多様化推進／ACP 諸国間の貿易促進，および域外第三国と ACP 諸国
との貿易促進／紛争の予防と解決，人権や民主化，市民社会間の交流等の分野
における地域的政治対話の促進。
第六に，Institutional Development and Capacity Building というタイトルのも
とに，開発戦略を支える制度的下部構造（骨組み）に関して，以下の諸点が強
調された。――（１）EU と ACP 諸国は，ともに協力して贈収賄や汚職に対す
る戦いを推進する。（２）EU と ACP 諸国の協力関係は，ACP 諸国におけるパ
ブリック・セクターの改革，合理化，および近代化支援を課題とする。（３）EU



























Strengthened and Strategic Partnership) の展開が謳われた。
第五に，ACP 諸国の世界経済への統合は，地域統合を梃子 (Key Instrument)











慮する３９）。（４）Economic Partnership Agreement の締結交渉は，遅くとも２００７
年１２月３１日までには終了予定の準備期間中に開始する。なお新協定の締結に
向けた正式交渉は，遅くとも２００２年９月には開始され，２００８年１月１日まで
に発効するものとする。（５）EU と ACP 諸国は，新協定への移行に向けた準
備措置，および新協定締結交渉の進捗状況を定期的に検討し，２００６年には，
新協定に関する正式かつ包括的な検討を行う。（６）２００４年に，Economic Part-











スを認める４０）。（１０）WTO 貿易自由化交渉における Economic Partnership Agree-
ment の擁護を目的として，合同貿易相委員会 (Joint Ministerial Trade Committee)




























































ただし，前者に関しては，ACP 諸国から EU への頭脳流出問題が独立した規
定として言及されている点，また後者に関しては，ACP-EC 開発資金協力委員




Annex I: Financial Protocol, Annex II: Terms and Conditions of Financing, An-




とおりである。――（１）EU が各 ACP 諸国，あるいは地域に対して行う
資金援助は，ニーズのみならず，新たにパフォーマンス（成果・実績）を
判断材料に加えて柔軟に運用する (Rolling Programming)。（２）パフォーマ
ンス（成果・実績）を評価するために，EU と ACP 諸国は，定期的にプ
ログラム実施状況の再検討を行う (Annual Review, Mid-Term Review, End-
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